特別交付税の減額措置に関わって公務員連絡会地公部会が総務省と交渉

－3月26日

※この交渉情報は、単組ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　総務省は、３月23日に特別交付税に関する省令を改正し、特別交付税の３月交付額を公表した。

　公務員連絡会地公部会は、３月26日、総務省自治財政局財政課に対して、給与能率推進室と特別交付税の減額措置に関わって、３月５日に申し入れを行った事項についての説明を求めた。

　交渉には、地公部会から藤川事務局長や森事務局次長(自治労総合労働局長)をはじめ各構成組織の幹事が参加し、総務省からは、野村給与能率推進室課長補佐、岩瀧財政課事務官が出席した。

　冒頭、岩瀧事務官より「平成23年度特別交付税交付額の決定」について資料に基づいて説明があった後、以下通り地公部会の申入書に対する回答があった。

１．地域手当、寒冷地手当などの算定に関して

　国の支給基準にもとづく総支給額を上回って支給している自治体について、実際に支給されている地域手当支給総額等から国の支給基準に基づく総支給額を控除して得た額を減額して交付している。

２．自宅に係る住居手当について

　昨年と同様減額の対象としていない。

３．50歳台後半層の給与の一律減額について

　減額対象とはしていない。

４．ラスパイレス指数が100以下の自治体に対しての減額措置に関して

　特別交付税は公平な算定の観点から減額措置を実施しているもの。ラス100未満の団体については、一定の年間調整措置において一定の考慮をするとともに、独自給与カットをしている団体については、算定において減額措置の状況を考慮している。ラス100以上の団体については減額の対象としている。

　回答に対して、藤川事務局長が以下の通り、問い質した。

１．昨年は、実際に支給されている寒冷地手当支給総額から国の支給基準にもとづく寒冷地手当支給総額を控除して得た額に0.7を乗じて得た額を減額して交付したが、今年はどうのように取り扱ったのか。

（財政課回答）1.0を乗じて得た額である。

２．昨年は、ラスパイレス指数が全国平均98.8以下の自治体については、期末・勤勉手当の算定において国の支給を上回る支給、年間調整が不十分であっても減額措置は行わなかったが、今年はどうか。

（財政課回答）今年の全国平均98.9以下の自治体については、減額措置は行っていない。

３．2011年(平成23年)の給与改定に関して、国は国家公務員の給与減額措置にともなって、2012年(平成24年)６月に年間調整するとしたが、地方においては、実情もさまざまであり、国と同じところもあれば国と異なるやり方で年間調整を行う場合もあると考えるがこの点について、どう考えているか。

（財政課回答）来年度の算定に際して、検討して参りたい。

４．いつの特別交付税で措置するのか。

（財政課回答）平成24年度の12月期の算定で、過年度の算定誤りと同様の方法で措置することも１つのやり方として考えられる。

（給能室回答）その場合は、給与能率推進室が調査を行うことも考えられる。

　

５．寒冷地手当も地域手当と同様で、今回岩手復興局の２支所（釜石、宮古）が、設置されたため、当該自治体に寒冷地手当が支給されることになるが、他にも支給されるべき自治体があるのではないか。

（給能室回答）要望の趣旨はわかるが、この場で個別の団体を抽出して回答することは差し控えたい。

　これらの回答に対して、地公部会側（森事務局次長(自治労総合労働局長)）は「釜石、宮古について今回、国の官署が設置された２市について、寒冷地手当をどのように算定をしたのか、あらためて精査をすべき」と求めた。

　さらに、参加した幹事（森本自治労労働条件局長）からは「地域手当は、国の職員がいて人口５万人以上の市を対象に支給されるが、Ａ町は国の職員がいないが、Ｂ市と市街地が一体化し、本来同等の経済状況からすると、国の職員がいないからといっても支給すべきである」と要請した。

最後に藤川事務局長より「この問題に関わっては、地方公務員の給与は、当局との交渉と条例で定まり、議会で成立した条例は地域の実情や住民の声も含まれている。特別交付税は国の基準をもとにして、減額はペナルティと認識している。総務省の考え方を見直すよう今後も求めていく」と述べ、交渉を締めくくった。

【解説・重要】

　これまで総合労働局は、総務省が各自治体に対して調査を行った今年１月の時点では、国家公務員に対する人事院勧告の取扱いが決定されていなかったため、地方自治体が年間調整を行っていない場合でも、(来年度はともかく)2011年度３月期の特別交付税の減額はないと理解し、その前提で対応し、各種会議で説明してまいりました。

　しかし、３月31日総務省令を受取ったところ、附則第６条第５項に、

「三　当該年度の給料又は手当（期末勤勉手当を除く。）について、適切な減額改定又は減額改定に伴う所要の措置を講じないこと（これらの措置に準ずる措置その他のこれらと同等以上の効果が生じると認められる措置を別に講じている場合を除く。）。」

と記述されており、国が年間調整を行っていなくても、減額調整を行っていない場合は、減額の対象とされることが判明しました。

　３月５日に申入れを行ったにも関わらず、このような結果となったことは、極めて遺憾です。このため今後も、引き続き総務省に対する取り組みを強化します。
